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１．事業の概要

長野県

東京都

神奈川県

群馬県

山梨県

埼玉県

茨城県

千葉県

栃木県

（１）－１ 事業の目的と計画の概要（位置図）

：再評価

①事業採択後、3年以上経過した時点で未着工
②事業採択後、5年以上を経過した時点で継続中の事業
③準備・計画段階で、3年間が経過している事業
④再評価実施後、3年間が経過している事業
⑤社会経済情勢の変化等により再評価の実施の必要が生じた事業

：事後評価

東関東自動車道水戸線
（潮来～鉾田）④



（１）－２ 東関東自動車道水戸線の全体事業概要、高速ネットワークの形成

事業中
東日本高速道路（株）

整備区間

供用済み

事業中
国土交通省
整備区間
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供用済み

１．事業の概要

かすみがう
ら市

土浦市

茨城空港

鹿島港鹿島港

茨城港茨城港

成田国際空港

供用済み
（延長4km）
（平成17年度）

事業中
（延長約15km)

大栄JCT

東関東自動車道水戸線の全体概要

供用済み（延長9km）
（昭和62年度）

供用済み（延長9km）
（昭和60年度）

供用済み（延長12km）
（昭和59年度）

供用済み（延長23km）
（昭和57年度）

供用済み（延長17km）
（昭和57年度）

供用済み（延長5km）
（昭和57年度）

供用済み（延長約9km)
（平成２１年度暫定供用）

事業中（延長約9km)
（平成２9年度供用予定）

事業中(延長約31km)

（再評価対象区間）

• 東関東自動車道水戸線は、常磐自動車道三郷JCTを起点とし、北関東自動車道茨城町JCTまでの延長約143ｋｍである。
• 当該路線の周辺には、成田国際空港、茨城空港、鹿島港（※国際バルク戦略港湾）、茨城港が立地している。
• 東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）が整備される事により、首都圏を結ぶ広域ネットワークが形成され、北関東地域での連携
が促進される。
※国際バルク戦略港湾：資源、エネルギー食料等の安定的かつ安価な供給のため選定された港湾



（１）－３ 事業の目的と計画の概要

・高速ネットワークの形成
・国際バルク戦略港湾等や空港へのアク
セス向上
・災害時のリダンダンシーの確保

区 間 : 自）茨城県潮来市延方

至）茨城県鉾田市飯名

延 長 :30.9km

幅 員 :10.5m

道路規格:第１種第３級

設計速度:８０ km /h

車線数 :２車線

計画交通量:14,400台/日～15,100台/日

事業化 :平成２１年度

事業費 :約710億円
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平面図

いばらきけん いたこし のぶかた

いばらきけん ほこたし いいな

再評価対象区間

至

千
葉

至

水
戸

事業中
（国土交通省整備区間）

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

凡例

事業中
（東日本高速道路㈱整備区間）

（単位：ｍ）標準横断図 再評価対象 再評価対象

土工部 橋梁部

14,400台/日

凡例：計画交通量

15,100台/日

１．事業の概要

目的

計画概要

位置図

東関東自動車道
水戸線（潮来~鉾田）

51

50

6

354

124
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再評価対象区間至 千葉

至

水
戸

鹿島臨海工業地帯

H23年5月に国際バルク戦略港湾に選定

なめがた地域総合病院

出典：国土地理院ホームページ 電子国土web地理院地図(2007年～)より

潮来IC
い た こ 鉾田IC(仮称)

ほ こ た

北浦IC(仮称)
きたうら

麻生IC(仮称)
あ そ う

北 浦

124

51

51

354

51

事業中
（国土交通省整備区間）

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

凡例

事業中
（東日本高速道路㈱整備区間）

凡例

工業団地

救急救命センター

市役所

道の駅

人口集中地区(DID)

商業施設

外浪外浦

（
一
）
潮
来
佐
原
線

（一）矢幡潮来線 （一）繁昌潮来線

（一）下太田鉾田線

（一）鉾田茨城線

道の駅
いたこ

神栖市

香取市

潮来市

鹿嶋市

行方市

鉾田市

千葉県 茨城県

• 当該路線は、東関東自動車道水戸線潮来ICと鉾田IC（仮称）（東日本高速道路株式会社整備区間）のミッシングリンクを結ぶ高
規格幹線道路事業である。

• 霞ヶ浦（北浦）の周辺に田畑が広がり、メロン、スイカ、レンコンなどの農産物の生産がさかん。
• また周辺には鹿島港や、鹿島臨海工業地帯、潮来工業団地、北浦複合団地、上山鉾田工業団地が立地している。
• なお、鹿島港については、平成23年5月に国際バルク戦略港湾に選定されている。

１．事業の概要
（１）－４ 事業の目的と計画の概要（東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）の周辺の状況）



国道51号のOD内訳
H17交通量
（百台/日）

比率

周辺地域（内々） 23 16％

周辺地域とその他の地域（内外） 50 36％

周辺地域⇔茨城県 44 31％

周辺地域⇔他県 6 5％

通過交通（外々） 68 48％

合計 141 100％

（１）－５ 事業の目的と計画の概要（国道５１号の交通特性）

内々交通
23

(16%)

外々交通
68

(48%)
内外交通
50
(36%)
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表 国道５１号のＯＤ内訳 内
々
交
通
が
16
％

内
外
交
通
が
36
％

外
々
交
通
が
48
％

※周辺地域とは当該事業周辺の鉾田市、行方市、鹿嶋市、潮来市
※H17道路交通センサスの現況ＯＤ調査結果を基に算出

凡 例

内々交通

内外交通

外々交通

茨城県

千葉県

国道51号の主な交通特性

１．事業の概要

（単位：百台/日）

東関東自動車道水戸線
（潮来～鉾田）
延長30.9km

• 東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）に並行する国道５１号の交通特性は、周辺地域を通過する外々交通が48％、周辺地域
内に起終点のどちらかがある内外交通が36％、周辺地域内に起終点のある内々交通が16％となっている。



茨城県

（２）－１ 事業の必要性（観光への支援（広域的な集客効果））
• 茨城県内の観光入込客数は、約５割が県外からの観光客であり、県外観光客の割合は増加傾向。
• さらに、他の高速道路とネットワーク化が図られ、周辺の観光資源へのアクセスが向上し、周遊機会の増加が期待される。
• 茨城空港から県内観光地や首都圏へのアクセスが向上することにより、旅客数の増加が期待できる。

茨城県の観光入込の状況 周遊機会の増加、地域間交流を支援

１．事業の概要

⑧鹿島神宮

6

2

1

3

4

5

6

7 8

①偕楽園

②筑波山

西の富士 、東の筑波

④牛久大仏

ギネスブ ッ ク認定 、世界最大
1 2 0 ｍの青銅製大仏

③あみ プ レ ミ アムア ウ ト レ ッ ト

県内外を問わずた く さんの人
が集まる人気アウ ト レ ッ ト モ ー
ル

⑥ア ク ア ワール ド
茨城県大洗水族館

世界の海と自然に触れ合える
巨大水族館

⑦水郷潮来あやめ園
（ あ や め ま つ り ）

美 し い日本の歩きた く な るみ
ち 5 0 0 選 に も選ばれた景勝地

⑤国営ひたち海浜公園

資料：H22センサス混雑時旅行速度、東関東道は設計速度にて算出している

資料：茨城県観光客動態調査（平成27年度）

④牛久大仏
バス会社の声

〈 関鉄観光バス株式会社 〉

東関道水戸線が開通すれば
水戸方面や千葉～東京方面
への利用が便利になる。特
に空港とのアクセス性向上
について期待できる。

【周遊の時間短縮】
茨城空港→国営ひたち海浜公園
→鹿島神宮→牛久大仏→茨城空港

244

218

200
210
220
230
240
250

整備前 整備後

（分） 26分短縮

茨城空港



茨城, 
30%

北海道, 
21%

熊本, 
18%

山形, 
9%

その他, 
22%

• 茨城県の特産品であるメロンは、全国１位の出荷量となっており、県内では鉾田市で最も多く生産されている。
• 大田市場における茨城県の青果物取扱推移は増加傾向となっている。
• 東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）の整備によりJA鉾田～大田市場へのアクセスが向上し、特産品出荷額の増加が期待さ
れる。

（２）－２ 事業の必要性（茨城県の特産品（メロン）出荷への寄与）

メロン出荷量

１．事業の概要

メロンの生産地と中央卸売市場（大田市場）

大田市場における茨城県産果物取扱推移

資料：中央卸売市場統計情報（大田市場）

資料：野菜生産出荷統計（平成26年）

大田市場

JA鉾田～中央卸売市場
（大田市場）所要時間

7

JA鉾田

事業区間沿線の市町はメロン出荷量が多
く鉾田市は茨城県内１位
（JA鉾田からの搬送量の大半は東京都）

122

111

100

110

120

130

整備前 整備後

（分）

資料：所要時間の算出速度は、H22年時点で供用している路線はH22センサス混雑時旅行速度、新規路線は設計速度
にて算出している

１１分短縮
37.8

38.9

40.6 40.1

35.0

36.0

37.0

38.0

39.0

40.0

41.0

H24 H25 H26 H27

（億円）

増加傾向

〈 Ｊ Ａ 鉾田 〉

搬送の半分以上が東京
市場となっており 、高速
道路が整備されれば、
一般道利用に比べ揺れ
などの軽減によるメロン
の品質向上、搬送時間
の短縮により、出荷額
の増加が期待できる 。

茨城県は全国１位
（全体の約３割）

H28.6.5 全国メロンサミット開催
（鉾田市）

全国19のメロン産地が一同に集
結するメロンの大祭典

鉾田IC(仮称)

潮来IC

整備前ルート
一般道⇒潮来IC経由整備後ルート

東関道⇒潮来IC経由



609 712
929 1,000

2,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H23 H24 H25 H26 H30年代前半

（千トン）

将
来
目
標

H26年の
約２倍

取扱貨物量の推移

資料：茨城県内各港の港勢、港湾計画の概要（茨城県HP）より作成

増加
傾向

万

1,131 1,094
955 947

284
152

20
0

500

1,000

1,500

茨城 千葉 栃木 群馬 埼玉 神奈川 東京

（億円）

（２）－３ 事業の必要性（港湾との連携）
• 鹿島港（国際バルク戦略港湾）は、とうもろこし（我が国のとうもろこしの約７割は飼料に使用）の取扱量、背後にある飼料コンビ
ナートの飼料生産量が全国１位となっており、畜産業産出額が多い北関東地域へのアクセス向上が必要となっている。

• また、常陸那珂港（首都圏北側ゲートウェイ）は、平成30年代前半には対平成26年比で約２倍の需要を見込んでおり、京浜港
からの物流分散に対応した交通軸の整備が必要となっている。

• 東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）の整備により、常陸那珂港、鹿島港へのアクセスが向上し、飼料配送時間の低減、物流
の効率化が見込まれる。

１．事業の概要

常陸那珂港（首都圏北側ゲートウェイ）の概要

鹿島港（国際バルク戦略港湾）の概要

常陸那珂港

鹿島港

平成23年５月に穀物の安定
的かつ安価な供給を目的と
した国際バルク戦略港湾に
選定
とうもろこし※１、背後にある飼
料コンビナートの飼料生産量
は全国第１位

概要

関東地域における都県別畜産業産出額ランキング

北関東は畜産業産出額が多く
飼料の利用が多い地域

資料：H25年度農業産出額及び生産農業所得（都道府県別）
※赤着色部は当該事業区間を利用し安定的かつ安価に供給が可能となる地域

飼料の安定的かつ
安価な供給

畜産業産出額が多い地域
（茨城県、栃木県、群馬県）

東京湾の港
から分散

8

東関東自動車道
水戸線

（潮来~鉾田）

常陸那珂港への
利用が見込まれる地域
（東京湾周辺地域）

群馬県
栃木県

茨城県

埼玉県

神奈川県 千葉県

東京都

※1我が国のとうもろこしの約７割は飼料に使用
（日本スターチ・糖化工業会HP）

首都圏の新たなゲートウェ
イ（東京湾外の港）として平
成10年に供用開始（内貿
バース）
取扱貨物量の推移は近年
増加傾向となっており、平
成30年代前半における目
標は現在の約２倍（2,000
万トン）

概要



（２）－４ 事業の必要性（事故・災害時の代替路確保（リダンダンシー））

茨城空港

常陸那珂港

鹿島港

常磐道通行止め

首都圏

１．事業の概要

高速ネットワーク形成によるリダンダンシー

凡例
通常ルート
迂回ルート

千葉方面

• 常磐道が通行止めとなった場合、北関東方面から首都圏、千葉方面への高速ネットワークによる代替路が不足。
• 東日本大震災時において、常磐自動車道および国道５１号は「第１次緊急輸送路」に指定されているものの、常磐自動車道およ
び国道５１号の一部が通行不能となり、輸送路としての機能が低下。

• 当該路線の整備により、常磐道が通行止めとなった場合でも高速道路ネットワークの代替路を形成し緊急輸送道路の強化を図
る。

9

輸送路としてのリダンダンシー

①常磐自動車道
水戸IC～那珂IC（上り線）
（盛土崩落、路面の陥没、波
打ちにより通行不能）

②国道５１号 大洗町成田町
（段差の発生による通行不能）

当該路線の整備により、
緊急輸送路の強化が図
られる

再
評
価
対
象
区
間

【凡例】

東日本大震災時の通行不能箇所

資料：国土交通省提供資料

資料：所要時間の算出はH26プローブデータ

友部JCT～大栄JCT

【北関東方面⇔千葉方面】
常磐道経由と東関道経由では
同程度の所要時間となっており
常磐道で通行止めが発生した
場合、東関東道水戸線が代替

路となる

【北関東方面⇔首都圏】
常磐道経由と東関道経由では
現在、約30分の所要時間差と
なっており、常磐道で30分以上要
する通行止めが生じた場合に東関
東道水戸線が代替路として有効

友部JCT～都庁

資料：東日本高速道路（㈱）HP

0

50

100
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（２）－５ 事業の必要性（国道51号の死傷事故状況）

１．事業の概要

国道５１号の死傷事故率

• 国道51号の死傷事故率は、49.4件/億台・ｋｍ。
• 事故類型では、追突事故が約７割を占めている。
• 東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）の整備により、国道51号の通過交通が転換し、交通事故の減少が見込まれる。

国道５１号の事故類型

東関道水戸線が整備されることで、
並行する現道（国道51号や県道185号
線（繁昌潮来線））において、通学時
間帯の交通量が減れば、通学路の安全
性が向上することも予想されます。

車両相互の追突の
事故が多く、全体の
約７割を占める
（262件中174件）

資料：交通事故データ（H23－H26）

① 歩道がない道路にも通過交通が進入
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凡例

車両相互（追突）

車両相互（出会頭）

車両相互（右左折）

車両相互（その他）

車両単独

人対車両

174件
（66%）

30件
（11%）

24件
（9%）

23件
（9%）

1件
（1%）

10件
（4%）

〈 潮 来市牛堀小学校 〉

再評価対象区間

清
水

角
折

鹿
嶋
市
役
所

大
野
出
張
所
入
口

大
洋
総
合

支
所
入
口

汲
上

台
濁
沢

大
竹

樅
山

51
51

死傷事故率：49.4件/億台・km

死傷事故率

0～ 50件/億台・km

50～100件/億台・km

100～200件/億台・km

200～ 件/億台・km

高速道路

国道

主要地方道

一般県道

信号交差点

② 通学路区間に大型・通過交通が進入

撮影：H28.8 撮影：H28.9

2

1

文



（１）事業の経緯
○平成 9年 2月 ： 基本計画決定
○平成 20年10月 ： 都市計画決定及び環境影響評価書公告
○平成 21年 5月 ： 整備計画決定（H21年度 事業化）
○平成 21年度 ： 測量着手、用地着手※1

平面図

縦断図

再評価対象区間
至

千
葉

至

水
戸

14,400台/日
－

上段：計画交通量

下段：H22センサス交通量
（平日24時間）

15,100台/日
－

○平成 22年度 ： 地質・環境調査、道路設計に着手
○平成 23年度～： 調査（環境、用地等）、道路設計を実施中
○平成 25年度 ： 用地着手※2
○平成 26年度 ： 埋蔵文化財調査着手
○平成 27年度 ： 工事着手

※1）国道51号潮来バイパス並行区間、※2）※1を除く区間

２．事業の進捗状況
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事業中
（国土交通省整備区間）

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

凡例

事業中
（東日本高速道路㈱整備区間）

12,000台/日
14,129台/日



・平成21年度より用地取得に着手。
・事業区間(30.9km)の用地取得率は78％まで推移（H28.3末時点、面積ベース※）。
・平成27年度から改良工事に着手。引き続き用地取得を推進。

（２）残事業の概要

用地

①跨道橋下部工完成状況

②用地取得状況

工事完了・用地取得済

工事中・用地取得中

工事未着手・用地未取得

凡例

再評価対象区間
至

千
葉

至

水
戸

※国道51号潮来バイパス並行区間における取得面積を含む

事業中
（国土交通省整備区間）

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

凡例

事業中
（東日本高速道路㈱整備区間）

２．事業の進捗状況
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前回
評価時
H25.3

今回
評価時
H28.3

用地取得率

78％

（全体）

用地取得率

1.6％

（全体）

前回評価時の進捗状況

工事

用地

工事

北浦

至：潮来IC

至：麻生IC（仮称）



■総便益（Ｂ）

■総費用（Ｃ）

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれについ
て推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

１）計算条件

・基準年次

・開通開始年次

・分析対象期間

・基礎データ

・交通量の推計時点

・計画交通量

・事業費

・総便益

・総費用

・費用便益比

３．事業の評価

平成25年度

平成32年度

供用後50年間

平成17年度道路交通センサス

平成42年度

14,400～15,100（台/日）

約710億円

約1,037億円（約2,933億円※）

約645億円（約892億円※）

１．６

【参考：前回再評価（H25）】

※基準年次における現在価値化前を示す。
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注：費用対効果分析に係る項目は平成25年度評価時点



便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
727億円 191億円 120億円 1,037億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

１．６
575億円 71億円 645億円

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
727億円 191億円 120億円 1,037億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

１．７
541億円 71億円 611億円

２）事業全体

３）残事業

３．事業の評価

基準年：平成２５年度

注1）便益・費用については、平成２５年度を基準年とし、社会的割引率を４％として現在価値化した値である。

注2）費用及び便益額は整数止めとする。

注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

注4）便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された第二段階の改善を反映している。
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注：費用対効果分析に係る項目は平成25年度評価時点



３．事業の評価
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平成28年度 事　業　名： 東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）

常総国道事務所　調査課 担当課長名： 杉山　純

チェック欄

■

■

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

年　度：

担当課：

判断根拠

地元情勢等の変化がない

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

需要量の変化はない

項　　目

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

事業目的

事業目的に変更がない

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

費用対効果分析実施判定票

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％※以内]

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％※以内]

判　定

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

前回評価時における下位ケース値が基準値を上回っている

〔事業全体〕　　　　　　　　　　　　　〔残事業〕
・交通量（-10%）　B/C＝1.4　　　　・交通量（-10%）　B/C＝1.5
・事業費（+10%）　B/C＝1.5　　　　・事業費（+10%）　B/C＝1.6
・事業期間（+2年）　B/C＝1.5     ・事業期間（+2年）　B/C＝1.6

現時点では、事業費を変える必要はない

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業目的に変更がない

H25再評価

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用１％以
上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上
回っている。

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

外的要因

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％
※
以内]

現時点では、事業期間を変える必要はない

別添様式



４．事業の見込み等

・平成２０年度に都市計画決定、平成２１度に事業化。平成２１年度から測量・用地に着手。

・平成２２年度に地質・環境調査、道路設計に着手。

・当該事業の用地取得は、78％完了（平成28年3月末、面積ベース）。一部用地難航箇所があるが、今後も地権者等との話し合い
を継続しながら、計画的に用地取得を進める。

・引き続き、道路設計・環境調査を推進するとともに、用地買収、工事の促進を図り、早期開通を目指す。

※完成年度は、費用便益比算定上設定した年次である
※平成28年3月現在、用地取得率：面積ベース、
国道51号潮来バイパス並行区間における取得面積を含む

年 度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

都市計画決定
都市
計画
決定

開
通
開
始
年
次

事業化 事業化

測量・調査・設計 測量
測量
地質
設計

測量
地質
設計

測量
地質
設計

測量
地質
設計

測量
地質
設計

地質
設計

地質
設計

設計

設計・用地説明

埋蔵文化財調査 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文

工事
改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

用地 1.0% 1.2% 1.6% 1.6% 19％ 58％ 78％ 完了

前回再評価新規事業採択時評価 今回再評価
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（１）事業進捗の見込みの視点

（２）事業の計画から完成までの流れ（東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田））



５．関連自治体等の意見
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（１）茨城県からの意見

（茨城県知事からの意見）
東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）は、沿線地域の発展はもとより、他圏域との交流促進や、鹿島港、茨
城空港、成田空港など広域交通拠点へのアクセス向上に大きな効果を発揮するとともに、大規模災害時には、
常磐自動車道の代替路線として緊急輸送道路の役割を担うなど、本県にとって、極めて重要な路線である。
沿線地域等からも早期開通を強く求められており、本県では、用地取得を短期間で集中的に実施できるよう、
平成２５年度から地元市とともに、国へ協力しているところである。
このことから、本県としては、本事業の継続はもちろんのこと、１日も早い全線開通に向けて事業のスピード
アップを図るため、有料道路事業の導入を早急に決定し、事業認定の手続きに入るよう、強く要望する。また、
今後の事業推進に当たっては、徹底したコスト縮減を図るよう、お願いしたい。



• 平成２０年度に都市計画決定、平成２１度に事業化。平成２１年度から用地着手。
• 当該事業の用地取得は、78％完了（平成28年3月末時点、面積ベース）。
• 引き続き、用地取得、工事の促進を図り、早期開通を目指す。

（２）事業進捗の見込みの視点

• 東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）の整備により，北関東と首都圏を結ぶ広域ネットワークを形成する。
• 当該路線の整備により、高速のネットワークが強化され、周辺の観光資源へのアクセス向上や特産品（メロン）出荷額の増加
が期待される。

• 当該路線の整備により、茨城空港や周辺港湾へのアクセスが向上し、空港の魅力向上による旅客数の増加や物流の効率
化が見込まれる。

• 当該路線の整備により、常磐道が通行止めとなった場合でも高速道路ネットワークの代替路を形成し緊急輸送道路の強化
を図る。

• 国道51号の死傷事故率は、渋滞が一因と考えられる追突事故が約７割となっており、当該路線の整備により交通が転換し
交通事故の減少が見込まれる。

• 事業継続とする。
• 当該事業は高速ネットワークの形成、重要港湾群や空港へのアクセス向上、災害時のリダンダンシーの確保の観点から、
事業の必要性・重要性は高く、早期の効果発現を図ることが適切である。

（３）対応方針（原案）

（１）事業の必要性等に関する視点

６．今後の対応方針（原案）
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